
貸　　 借　　 対　　 照　　 表
（２０２３年３月３１日現在）

第１４期 ＥＮＥＯＳ不動産株式会社

科         目 金          額 科         目 金          額

千円 千円

20,073,354 11,679,975

（ 13,298,862 ） （ 8,809,669 ）

296,101 5,305,134

152,332 1,007,644

12,195,443 87,445

39 501,088

546,369 201,223

108,576 845,735

84,593

（ 6,774,492 ） 682,536

〔 3,975,553 〕 94,268

914,882

99,091 （ 2,870,305 ）

8,297 2,409,194

13,126 430,140

2,940,154 30,970

〔 9,098 〕

560 8,393,379

8,538 （ 8,392,344 ）

〔 500,000 〕

〔 2,789,840 〕 〔 363,128 〕

55,783 320,000

43,128 43,128

2,463,675 〔 7,529,216 〕

950 7,529,216

174,579 1,150,000

51,722 6,379,216

（ 1,034 ）

その他有価証券評価差額金 〔 1,034 〕

                

資　　産　　合　　計 20,073,354 負債および純資産合計 20,073,354

商 標 権

土 地

ソ フ ト ウ ェ ア 株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

そ の 他 の 長 期 債 権

そ の 他 資 本 剰 余 金関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

工 具 器 具 備 品

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

有 形 固 定 資 産

構 築 物

機 械 装 置

そ の 他 の 流 動 資 産 前 受 金

前 受 収 益

建 物

前 払 費 用

固 定 資 産

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

預 り 敷 金

未 払 費 用

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

貯 蔵 品

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等販 売 用 不 動 産

未 収 入 金 未 払 金

売 掛 金

未 払 消 費 税 等



損　　益　　計　　算　　書

自  ２０２２年４月　１日

至  ２０２３年３月３１日

第１４期 ＥＮＥＯＳ不動産株式会社

千円 千円

16,208,289                             

552,189                                

9,423,152          

378,404            

916,648            27,478,684          

                                       

14,289,792                             

452,282                                

9,034,215          

598,689            24,374,980          

3,103,703          

1,340,584           

1,763,119          

0                  

1,277              

9,599              10,877              

4,855                                  

7,268              12,123              

1,761,873          

1,761,873          

557,376             

12,548△             

1,217,045          当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 の 営 業 収 入

受 取 配 当 金

賃 貸 収 入

受 託 管 理 収 入

経 常 利 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

受 取 利 息

雑 収 入

賃 貸 原 価

雑 損 失

不 動 産 販 売 原 価

営 業 外 収 益

工 事 作 業 請 負 原 価

そ の 他 の 営 業 費 用

売 上 総 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

売 上 原 価

売 上 高

不 動 産 販 売 収 入

工 事 作 業 請 負 収 入



個　別　注　記　表

ＥＮＥＯＳ不動産株式会社

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

（ア）市場価格のない株式等以外のもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。）

（イ）市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しています。

②たな卸資産の評価基準および評価方法

　販売用不動産は、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

による算定）によっています。

　貯蔵品は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

よる算定）によっています。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 　定率法を採用しています。

　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに

2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を

採用しています。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

②無形固定資産 　定額法を採用しています。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年

）に基づく定額法を採用しています。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金　 　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金 　従業員に対する賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担

すべき額を計上しています。

③退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しています。

　なお、数理計算上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、発生年度の翌事業年度

から費用処理しています。

④役員退職慰労引当金 　役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しています。

構 築 物

建 物 11年～50年

2年～18年

2年～20年

建物附属設備

機 械 装 置

2年～45年

2年～14年

工具器具備品



（４）収益および費用の計上基準

　当社は、不動産販売事業、工事請負事業、作業請負事業、賃貸事業、受託管理事業を行っています。

これらの事業の収益は、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサ－

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で認識することとしています。このうち、不動産販売事業は、

顧客との契約に基づいて物件の引渡しが完了した時点で収益を認識していますが、作業請負事業、受託

管理事業においては、顧客からの要請に応じた一定期間のサービスの提供により履行義務を充足する契

約があり、この場合、履行義務が時の経過により充足されるため、契約期間に応じて均等按分し収益を

認識しています。工事請負事業について、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき

一定の期間にわたって収益を認識しています。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、完全に履行義務を充足した時点

で収益を認識しています。

　なお、賃貸事業は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）および「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）に基づき会計処理をしています。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としています。

②グループ通算制度の適用

ＥＮＥＯＳホールディングスを通算親法人とするグループ通算制度を適用しています。

（追加情報）

グループ通算制度を適用する場合の会計処理および開示に関する取扱い

　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しています。これに伴い、法

人税および地方法人税ならびに税効果会計の会計処理および開示については、「グループ通算制度を

適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日。以下「実

務対応報告第42号」という。）に従っています。

　また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更に

よる影響はないものとみなしています。

２．会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

繰延税金資産 千円

３．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 千円

（２）関係会社に対する金銭債権および金銭債務

①金銭債権

短期金銭債権 千円

②金銭債務

短期金銭債務 千円370,369

33,187

326,859

174,579



４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

（１）営業取引

①売上高 千円

②仕入高 千円

（２）営業取引以外の取引 千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2022年6月29日の定時株主総会において、次のとおり決議しています。

ア．１株当たり配当額 円

イ．配当金の総額 千円

ウ．効力発生日

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 千円

賞与引当金 千円

ゴルフ会員権評価損 千円

未払事業税 千円

役員退職慰労引当金 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金計画に照らして、余裕資金発生時にはＥＮＥＯＳファイナンス株式会社に運転資金を預

託するとともに、運転資金必要時にはＥＮＥＯＳファイナンス株式会社より借り入れています。

　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価を把握しています。

（２）金融商品の時価に関する事項

　2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

　なお、市場価格のない株式等は次表には含めていません（（注２）を参照ください。）。

9,387

233,373

24,559

862,682

2022年6月29日

162

10,000

62,000

620,000

5,617,068

28,572

130,375

174,579

△ 58,794

21,415

19,062



（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差額

（1）売掛金

（2）投資有価証券（上場株式）

（3）差入保証金

（4）短期借入金 （ ） （ ）

（5）未払金 （ ） （ ）

（6）預り敷金 （ ） （ ）

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法

（1）売掛金

　売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

（2）投資有価証券（上場株式）

　上場株式は取引所の価格によって評価しています。

（3）差入保証金

　差入保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間および信

用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しています。

（4）短期借入金および（5）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

（6）預り敷金

　預り敷金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返

済期日までの期間および信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しています。

（注２）市場価格のない株式等

（単位：千円）

貸借対照表計上額

（1）投資有価証券（非上場株式）

（2）関係会社株式

８．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では東京都その他の地域において、賃貸用の事務所等を所有しています。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　　価

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額です。

（注２）当事業年度末の時価は、「固定資産税評価額」に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整

　　　を行ったものを含む。）です。

5,305,134 －

2,463,675 －

296,101

45,283 －

43,128

2,463,675

－

－

10,500

296,101

5,305,134

45,283

1,007,644

2,409,194

1,007,644 －

2,409,194

6,540,1723,915,539



９．関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社および法人主要株主等

千円 千円

（２）兄弟会社等

千円 千円

（＊）上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれていません。

取引条件および取引条件の決定方針等

（*1）不動産の賃借については、相場賃料等を勘案して賃借単価を合理的に決定しています。

（*2）不動産の賃貸については、相場賃料等を勘案して賃貸単価と預り敷金額を合理的に決定していま

　　す。

（*3）購入金額については、一般の取引条件と同様に決定しています。

（*4）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

　　当社はＥＮＥＯＳファイナンス株式会社より運転資金の借入を行う一方、余裕資金が発生した場合

　　は日々これを借入金の返済に充当しています。よって、取引金額については、借入と返済をネット

　　表示しています。

１０．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たりの純資産額 円 銭

（２）１株当たりの当期純利益 円 銭

親会社の
子会社

ＥＮＥＯＳファイ
ナンス株式会社

なし
運転資金の借入

（*4）
資金の返済

2,170,627 短期借入金 5,305,134 

親会社の
子会社

（*2）
不動産賃貸料

ＥＮＥＯＳ株式会
社

なし

294,391 預り敷金 266,875 

不動産の賃貸借
売買・賃貸の代理
不動産管理業務の
受委託
工事・作業の請負
不動産の売買
役員の兼任

（*3）
土地の購入

5,714,680 

（*2）
不動産賃貸に伴
う敷金の返済

5,017,575 前受収益 364,702 

121,704 53

839,337 96

－ － 

取引金額 期末残高科目

議決権等の
所有（被所
有）割合

属性 会社等の名称

親会社 ＥＮＥＯＳホール
ディングス株式会
社

被所有
　直接100%

不動産の賃貸借
工事・作業の請負
不動産管理業務の
受委託
役員の兼任

議決権等の
所有（被所
有）割合

属性

5,478,647 

会社等の名称 取引の内容

取引の内容

（*1）
不動産賃借料

関連当事者
との関係

期末残高

前払費用

科目

関連当事者
との関係

取引金額

503,546 


